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研究成果の概要（和文）：本研究では、刺激の提示と音声による反応の記録を一元化したシステム上で実施するための
コンピュータをベースとした音声反応形式ストループテストの開発を行った。さらに、開発したテストを活用して、実
際に日本人大学生を対象にした言語間でのストループ効果を比較する実験を実施し、先行研究では明らかにできなかっ
た正反応と誤反応の区別や促進効果の測定を行うとともに、第２言語における修得度とストループ効果との関係を検証
した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop a computer-controlled verbal-response Str
oop test that made it possible to present the visual stimulus and to record the verbal responses as audio 
files on the same software. Then, utilizing this test, the experiment was conducted to measure only correc
t responses and the facilitation effects which had not been considered so much in the previous studies and
 to investigate the relationship between the Stroop effects and the proficiency level of the second langua
ge. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
ストループ効果とは、色名単語が当該の色

名とは異なる色で書かれている場合、実験参
加者に単語ではなく色のほうを答えるよう
求めると反応時間に遅れが見られる干渉現
象のことをいう（Stroop, 1935）。苧阪（1990）
は、このストループ効果と第 2 言語習得との
関係を、日本人大学生を対象に調べ、修得レ
ベルの高い言語ほど干渉効果が顕著に見ら
れたことから、この効果が当該言語の修得度
を示す客観的な指標となりうると結論づけ
ている（苧阪, 2002）。ところが、ストループ
効果を測定するストループテストについて
は、先行研究で用いられているものの多くが
一枚の紙に、それぞれが示す色名とは異なる
インクの色で書かれた色名単語を示し、参加
者にインクの色のほうを口頭で答えさせる
もので、すべての単語を答えるのに要した時
間から、単に正方形の色を答えさせたときの
反応時間を差し引くことで干渉値を算出し
ている。しかし、この手法では、参加者の個々
の刺激に対する反応時間を測定しているの
ではなく、試行全体の反応時間を測定の対象
としているため、正反応と誤反応の区別がで
きない。これに対し、水野（2004）のコンピ
ュータをベースとしたストループテストは、
コンピュータの画面上にあらわれる刺激に
対して、参加者がキーボードで反応する。フ
ォントの色ごとに押すべきキーが指定され
ており、刺激呈示からキータッチまでの反応
時間がミリ秒単位で測定される。呈示される
刺激は、統制条件、不一致条件の他、一致条
件（フォントの色と単語の色名が一致）も加
えられているので、フォントの色と単語の色
名とが一致した場合に、反応が統制条件より
も速くなる促進効果についても測定するこ
とができる。この方法だと、反応の正・誤判
定も可能なので、参加者の正反応のみを測定
の対象とすることができる。しかし、参加者
は、口頭ではなく、特定のキーを押して反応
するため、異なった言語間での比較が難しく
なる。つまり、呈示する語が何語であっても、
キーをたたくという操作自体は変わらない
ため、参加者が何語で反応しているかまでは
わからないのである。このような問題を解決
するには、音声反応形式のストループテスト
をコンピュータで実施するためのシステム
を構築する以外に方法はない。そこで、この
システムを独自に構築しようという着想に
至った。 
 
２．研究の目的 
本研究では、コンピュータをベースとした

音声反応形式のストループテストを実施す
るためのシステムを構築し、さらにシステム
構築後、実際に日本人大学生を対象にした言
語間でのストループ効果を比較する実験を
実施し、先行研究では明らかにできなかった
正反応と誤反応の区別や促進効果の測定を
行うとともに、第 2 言語における修得度とス

トループ効果との関係を検証する。また、本
研究によって、コンピュータをベースとした
音声反応形式のテストシステムが構築され
れば、反応時間の計測ばかりでなく、音声自
体も同時に記録できるようになる。このシス
テムは、ストループテストのみならず、例え
ば音声による反応を参加者に求める他の認
知心理実験や、音読と再生を参加者に課すリ
ーディングスパンテスト、発話内容だけでな
く反応時間も計測できるスピーキングテス
トなど、幅広い領域での応用が可能である。 
 
３．研究の方法 
（１）実験のためのマテリアル作成 
本研究では、母語と第 2 言語という言語間

でのストループ効果の関係、および第 2 言語
におけるストループ効果と修得度の関係を
調査の対象としている。そのため、ストルー
プテスト（日本語版・英語版）と英語修得度
診断テスト（英語リスニングテスト）を実験
参加者に課す。日本語版と英語版のストルー
プテストについては予備研究で作成したも
のを活用し、英語修得度診断テスト（英語リ
スニングテスト）については実用英語技能検
定 2級の一次試験リスニングセクションを用
いた。 
 
（２）実験のためのシステム構築 
上述した 2 種類のストループテストについ

ては、コンピュータをベースとした音声反応
形式で実施する。そのため本研究では、実験
刺激がディスプレイ上に提示され、実験参加
者がマイクを介して音声で反応したデータ
が音声ファイル形式で試行ごとに記録され
ていく一連の過程を一括して管理するシス
テムをコンピュータ上に構築しなければな
らない。そのためのアルゴリズム（プログラ
ミング）については水野  (2004) や及川 
(2004) を参考にしながら認知心理実験支援
ソ フ ト （ Psychology Software Tools 社
E-Prime 2.0）を用いて作成した。なお、参
加者への刺激の提示については大型ディス
プレイ（Sharp 社 PN-L602B）を用いて行っ
た。 
 
（３）本実験 
① 実験参加者：実験に参加したのは、日本
の大学で学んでいる日本語母語話者の大学
生 30 名で、彼らについては自己申告により
色覚に異常がないことを確認している。 
 
② 手続き：まず、実験参加者全員を対象に、
漢字表記と平仮名表記の日本語版と英語版
の三種類のストループテストを実施する。そ
の際、三種類のストループテストを同時期に
実施するため、テスト間に練習効果による差
が生じてしまう可能性がある。そこで、実験
参加者を二つのグループに分け、日本語につ
いては一方のグループで漢字表記版、平仮名
表記版の順に、もう一方のグループで平仮名



表記版、漢字表記版の順にテストを実施し、
英語版については両方のグループで同じ三
番目に実施することによって、特に同じ日本
語である漢字表記版と平仮名表記版との間
に生じる練習効果による影響を相殺するよ
うにした。また、英語リスニングテストにつ
いては、両グループとも三種類のストループ
テストを行った後に実施した。 
 
③ 分析手法：ストループテストについては、
試行ごとの音声データがコンピュータに自
動的に記録されるので、このデータをもとに
刺激提示から口頭による反応までの時間を
100 分の 1 ミリ秒（.01msec）単位で計測す
る。各実験参加者の干渉効果値および促進効
果値については、色ごとに不一致条件（ある
いは一致条件）の平均反応時間から統制条件
の平均反応時間を減じて差を求め、それらを
さらに条件ごとに平均して算出する。算出さ
れた干渉効果値と促進効果値それぞれにつ
いては、まず、実験参加者全体を対象に、テ
スト間で有意差が見られるかどうかを対応
のある t 検定を実施して調べ、さらに、テス
ト間で相関が見られるかどうかを、ピアソン
の積率相関係数を算出して検証する。次に、
英語リスニングテストの成績によって実験
参加者を上位・中位・下位の三つのグループ
に分け、それぞれのグループ内で、干渉効果
値と促進効果値について、テスト間に有意差
が見られるかどうかを対応のある t 検定を実
施して、また、テスト間に相関が見られるか
どうかをピアソンの積率相関係数を算出し
て検証する。 
 
４．研究成果 
（１）本実験の結果 
まず、実験参加者全体を対象に、干渉効果

値について、対応のある t 検定をテスト間で
実施したところ、漢字表記と平仮名表記の間
に統計上の有意差が見られた（t (29) = 2.51, 
p < .05 両側, r = .42）。これは、平仮名よりも
漢字の方がより干渉効果が見られることを
意味する。次に、テスト間の相関についてピ
アソンの積率相関係数を算出したところ、漢
字表記と平仮名表記の間に統計上有意な相
関が見られた（r = .70, p < .01 片側）。また、
漢字表記と英語版との間、さらに平仮名表記
と英語版との間にも統計上有意な相関が見
られた（漢字表記 vs. 英語版：r = .51, p < .01
片側、平仮名表記 vs. 英語版：r = .50, p < .01
片側）。このことから、漢字と平仮名と英語
の処理に共通の要因が影響を及ぼしている
可能性が示唆された（Table 1 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 

一方、促進効果値について、対応のある t
検定をテスト間で実施したところ、どのペア
においても統計上の有意差は見られなかっ
た。次に、テスト間の相関についてピアソン
の積率相関係数を算出したところ、漢字表記
と平仮名表記の間には統計上有意な相関が
見られたが（r = .31, p < .05 片側）、漢字表記
と英語版の間と、平仮名表記と英語版の間に
は統計上有意な相関は見られなかった。この
ことから、漢字と平仮名の処理については共
通の要因が影響を及ぼしているが、英語の処
理については別の要因が独自に影響してい
る可能性が示唆された（Table 2 参照） 
 
 
 
 
 
 
 
今回の実験では、英語力を測定する尺度と

して全ての実験参加者を対象に英語リスニ
ングテストを実施した。そこで、このテスト
の成績によって実験参加者を上位・中位・下
位の三つのグループに分け、それぞれのグル
ープ内においても分析を行い、そこでの傾向
について検証を行う。グルーピングについて
は、人数ができるだけ均等になるよう配慮し
ながらも同点者が同じグループになるよう
配置した（Table 3 参照）。グループの人数に
偏りが生じていないかを確認するためχ2 検
定を実施したところ統計上有意な偏りは見
られなかった。また、これらのグループがレ
ベル別を反映しているかどうか確認するた
め一元配置の分散分析を実施したところ、グ
ループ間に統計上の有意差が見られたので
（F (2, 27) = 111.58, p < .001, η2 = .80）、
テューキーの HSD を用いて多重比較を行っ
たところ、全てのグループ間において統計上
有意な差が見られた。したがって、これらの
グループはレベル別を反映していると言え
る。以下、グループごとに検証を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
まず、下位グループを対象に、干渉効果値

について、対応のある t 検定をテスト間で実
施したところ、どのペアにおいても統計上の
有意差は見られなかった。次に、テスト間の
相関についてピアソンの積率相関係数を算
出したところ、漢字表記と平仮名表記の間（r 
= .66, p < .05 片側）、漢字表記と英語版との
間（r = .59, p < .05 片側）、さらに平仮名表記
と英語版との間（r = .53, p < .05 片側）にも
統計上有意な相関が見られた。このことから、



漢字と平仮名と英語の処理に共通の要因が
影響を及ぼしている可能性が示唆された
（Table 4 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
一方、促進効果値について、対応のある t

検定をテスト間で実施したところ、漢字表記
と英語版の間（t (10) = 2.90, p < .05 両側, r 
= .68）と、平仮名表記と英語版の間（t (10) = 
2.39, p < .05 両側, r = .60）に統計上の有意差
が見られた。これは、漢字や平仮名よりも英
語の方がより促進効果が見られることを意
味する。次に、テスト間の相関についてピア
ソンの積率相関係数を算出したところ、漢字
表記と平仮名表記の間（r = .72, p < .01 片側）、
漢字表記と英語版との間（r = .60, p < .05 片
側）、さらに平仮名表記と英語版との間（r 
= .72, p < .01 片側）にも統計上有意な相関が
見られた。このことから、促進効果値につい
ても漢字と平仮名と英語の処理に共通の要
因が影響を及ぼしている可能性が示唆され
た（Table 5 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
続いて、中位グループを対象に、干渉効果

値について、対応のある t 検定をテスト間で
実施したところ、どのペアにおいても統計上
の有意差は見られなかった。次に、テスト間
の相関についてピアソンの積率相関係数を
算出したところ、漢字表記と平仮名表記の間
には統計上有意な相関が見られたが（r = .87, 
p < .01 片側）、漢字表記と英語版の間と、平
仮名表記と英語版の間には統計上有意な相
関は見られなかった。このことから、漢字と
平仮名の処理については共通の要因が影響
を及ぼしているが、英語の処理については別
の要因が独自に影響している可能性が示唆
された（Table 6 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
また、促進効果値についても、対応のある

t 検定をテスト間で実施したところ、どのペ
アにおいても統計上の有意差は見られなか
った。次に、テスト間の相関についてピアソ
ンの積率相関係数を算出したところ、漢字表

記と平仮名表記の間には統計上有意な相関
が見られたが（r = .69, p < .05 片側）、漢字表
記と英語版の間と、平仮名表記と英語版の間
には統計上有意な相関は見られなかった。こ
のことから、漢字と平仮名の処理については
共通の要因が影響を及ぼしているが、英語の
処理については別の要因が独自に影響して
いる可能性が示唆された（Table 7 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
最後に、上位グループを対象に、干渉効果

値について、対応のある t 検定をテスト間で
実施したところ、平仮名表記と英語版の間に
統計上の有意差が見られた（t (10) = 2.36, p 
< .05 両側, r = .60）。これは平仮名よりも英
語の方がより干渉効果が見られることを意
味する。次に、テスト間の相関についてピア
ソンの積率相関係数を算出したところ、漢字
表記と平仮名表記の間（r = .76, p < .01 片側）
と、漢字表記と英語版の間（r = .64, p < .05
片側）には統計上有意な相関が見られたが、
平仮名表記と英語版の間には統計上有意な
相関は見られなかった。このことから、漢字
と平仮名の処理に共通の要因が影響を及ぼ
しているだけでなく、漢字と英語の処理につ
いても共通した要因が影響を及ぼしている
可能性が示唆された（Table 8 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
一方、促進効果値について、対応のある t

検定をテスト間で実施したところ、どのペア
においても統計上の有意差は見られなかっ
た。また、テスト間の相関についてピアソン
の積率相関係数を算出したところ、どのペア
においても統計上有意な相関は見られなか
った。したがって、漢字、平仮名、英語が、
それぞれ独自に処理されている可能性が示
唆された（Table 9 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
今回の実験での結果を考察するに当たっ

ては、石崎（2011）で主張している二つの処
理概念から成る言語情報処理モデルを参照
する。このモデルでは、注意とは関係なく刺
激が目に入った時点で意味処理を行ってし



まう感覚的処理と、そこで処理されたものに
注意を向け意識を働かして行う認知的処理
という二つの独立した処理概念を想定して
いる（Figure 1 参照）。今回の実験で、色名
単語が当該の色で書かれた一致条件下での
処理（促進効果値）については主に感覚的処
理が関与しているとみなし、色名単語が当該
の色と違う色で書かれた不一致条件下での
処理（干渉効果値）については主に認知的処
理が関与しているものとして、以下、これら
の観点から下位・中位・上位の各グループで
見られた結果について考察を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
下位グループでは、干渉効果値についても

促進効果値についても、漢字表記と平仮名表
記、漢字表記と英語版、平仮名表記と英語版
の全てのペアにおいて統計上有意な相関が
見られた。このことから、下位グループでは、
感覚的処理においても認知的処理において
も、母語と第二言語とを区別せずに同様のア
プローチで処理を行っていると考えられる。
また、促進効果値については、漢字表記と英
語版の間と、平仮名表記と英語版の間に統計
上の有意差が見られた。漢字や平仮名よりも
英語において促進効果が見られたのは、たと
え色名単語が当該の色で書かれていたとし
ても、色の意味処理と文字の意味処理との間
で葛藤が生じ、その度合いは文字処理の習得
が進んでいる母語での方が第二言語でより
も大きくなるためだと考えられる。 
中位グループでは、干渉効果値についても

促進効果値についても、漢字表記と平仮名表
記の間には統計上有意な相関が見られたが、
漢字表記と英語版、平仮名表記と英語版の間
には統計上有意な相関は見られなかった。こ
のことから、中位グループになると、感覚的
処理においても認知的処理においても、母語
と第二言語とを区別するようになり別々の
アプローチで処理を行うようになると考え
られる。 
上位グループでは、促進効果値については、

漢字表記と平仮名表記、漢字表記と英語版、
平仮名表記と英語版のどのペアにおいても
統計上有意な相関は見られなかった。このこ
とから、上位グループになると、さらなる処
理の効率化を図るため、感覚的処理において、
第二言語だけでなく漢字と平仮名について
も別々のアプローチで処理が行われるよう
になると考えられる。また、干渉効果値につ

いては、漢字表記と平仮名表記の間と、漢字
表記と英語版の間で統計上有意な相関が見
られたが、平仮名表記と英語版の間には相関
は見られなかった。これは、認知的処理にお
いても処理の効率化を図るため、母語である
漢字と平仮名で共通した処理方略を用いる
だけでなく、漢字と英語についても、また別
の共通した処理方略を用いているためだと
考えられる。そのため、ここで用いられてい
る処理方略の違いが、平仮名表記と英語版の
間における統計上の有意差となってあらわ
れたのではないか。 
今回の実験は、30 名の参加者を三つのグル

ープに分けて行ったため、サンプルサイズを
考慮した場合、本結果のみで一般的な結論を
導き出すのは早計であるが、研究の方向に興
味深い示唆を与えた。今後は、十分なサンプ
ルサイズを確保し、パス解析など新たな分析
手法の導入も視野に入れた実験計画を立て
て研究を継続していくつもりである。 
 
（２）本研究の成果 
本研究では、コンピュータをベースとした

音声反応形式のストループテストを実施す
るためのシステムを構築し、さらにシステム
構築後、実際に日本人大学生を対象にした言
語間でのストループ効果を比較する実験を
実施し、先行研究では明らかにできなかった
正反応と誤反応の区別や促進効果の測定を
行うとともに、第 2 言語における修得度とス
トループ効果との関係を検証した。本研究に
よって開発されたコンピュータをベースと
した音声反応形式のテストシステムを活用
すれば、反応時間の計測ばかりでなく、音声
自体も同時に記録できるので、ストループテ
ストのみならず、音声による反応を参加者に
求める他の認知心理実験、例えば音読と再生
を参加者に課すリーディングスパンテスト
や、発話内容だけでなく反応時間も計測でき
るスピーキングテストなど、幅広い領域での
応用が可能である。今後は、そのようなテス
トを活用する研究例などについても提案し
ていきたい。 
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